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◇「入居者の募集が行われている家屋」の考え方 

「入居者の募集が行われている家屋」とは、住宅宿泊事業を行っている間、分譲（売

却）又は賃貸の形態で、居住用住宅として入居者の募集が行われている家屋です。 

ただし、広告において故意に不利な取引条件を事実に反して記載している等、入居者

募集の意図がないことが明らかである場合は、「入居者の募集が行われている家屋」と

は認められません。 

◇「随時その所有者、賃借人又は転借人の居住の用に供されている家屋」の考え方 

「随時その所有者、賃借人又は転借人の居住の用に供されている家屋」とは、生活の

本拠としては使用されていないものの、その所有者等により随時居住利用されている家

屋です。当該家屋は、既存の家屋において、その所有者等が使用の権限を有しており、

少なくとも年１回以上は使用している家屋であり、居住といえる使用履歴が一切ない住

宅宿泊事業専用の新築投資用マンションは、これには該当しません。 

 

（随時居住の用に供されている家屋の具体例） 

・別荘等季節に応じて年数回程度利用している家屋 

・休日のみ生活しているセカンドハウス 

・転勤により一時的に生活の本拠を移しているものの、将来的に再度居住するために所 

 有している空き家 

・相続により所有しているが、現在は常時居住しておらず、将来的に居住することを予 

 定している空き家 

・生活の本拠ではないが、別宅として使用している古民家 

 

■その他の留意事項 

一般的に、社宅、寮、保養所と称される家屋についても、その使用実態に応じて「住

宅」の定義に該当するかを判断します。 

「住宅」とは、１棟の建物である必要はなく、建物の一部分のみを住宅宿泊事業の用に

供する場合には、当該部分が法第２条第１項に規定する「住宅」の要件を満たしている限

りにおいて、当該部分を「住宅」として届け出ることができます。 

本法において、住宅宿泊事業に係る住宅については、人の居住の用に供されていると認

められるものとしており、住宅宿泊事業として人を宿泊させている期間以外の期間におい

て他の事業の用に供されているもの（レンタルスペースとしての貸し出し、事業所として

の利用等）は、こうした法律の趣旨と整合しないため、国・厚規則第２条柱書において本

法における住宅の対象から除外しています。 

 

（参考）国・厚規則第２条柱書 

人の居住の用に供されていると認められる家屋として、国土交通省令・厚生労働省令で

定めるものは、（中略）、事業（人を宿泊させるもの又は人を入居させるものを除く。）の

用に供されていないものとする。 

 

(2) 住宅に人を宿泊させることができる日数の確認 

 

 

 

 

 

 住宅宿泊事業の届出を行うと、年間※180 日を超えない範囲で住宅に人を宿泊させるこ

とができます（※毎年４月１日正午から翌年４月１日正午までの期間）。ただし、区域に

よって、条例で事業実施の期間を制限しているため、「１(5) 条例に基づく制限の確認」

の内容を必ず確認してください。 

 また、住宅宿泊事業の宿泊日数の合計は届出住宅ごとに算定され、事業者の変更等が

あったとしても、宿泊日数は引き継いで通算されます。事業を行う場合は、届出に先立っ

て、当該住宅における宿泊実績について確認を行ってください。 
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(5) 多言語情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住宅宿泊事業者は、外国人観光宿泊者に対し、外国語を用いた案内や移動のための交

通手段等の情報提供、快適性及び利便性の確保を図るために必要な措置を講じなければ

なりません。 

必要事項が外国語を用いて記載された書面を居室に備え付ける、タブレット端末で表

示する等、宿泊者が住宅に宿泊している間に必要に応じて見ることができ、特に、災害

時の緊急連絡先は、緊急時に速やかに確認できるものを備え付けてください。 

 

【案内又は提供する情報】 

■届出住宅の設備の使用方法に関する案内 

（電気、ガス、水道の開栓方法や、洗濯機、食器洗浄機、エアコン等の利用方法など） 

■移動のための手段に関する情報提供 

（コンビニ等の利便施設や最寄り駅までの経路や時刻表、タクシー会社電話番号など） 

■火災、地震その他の災害が発生した場合における通報連絡先【以下、参考様式あり】 

（どのような事態で、どこに通報をするべきか確認できるように表示）  










